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セクション②
裁判員制度における対話
飯 　考 行（専修大学法学部教授／法社会学）
　飯考行と申します。「裁判員制度におけ
る対話」というタイトルでお話をさせて頂
きます。私の専門は法社会学といわれる分
野です。耳馴染みが無いかも知れませんが，
一般の法律学とはやや異なりまして，社会
現象の一つとして法を捉えようとするのが
法社会学です。条文を解釈するだけではな
くて，法が道徳など他の規範と共に，社会
の中でどのように作られ，どのように使わ
れているのかを研究する学問です。今回は
裁判員制度を一つの社会現象として捉えて
考えてみよう，というのがテーマです。裁判員制度につきましては，提唱されたのは
2000 年頃です。内閣の司法制度改革審議会によってです。私はその頃大学院生で，日
本弁護士連合会という弁護士の全国組織で研究員をしていたのですけれども，実際に
裁判員裁判が始まってからとりわけ関心を抱くようになりました。何より，傍聴して
いて，一般の民事裁判よりも「人の話がよく聴かれている」という感覚がありまして，
暇さえあれば傍聴をしていました。
　今回は，暉峻先生の冒頭のご講演，そして『対話する社会へ』というご本の影響を受
けまして，どこまで活かせるか分かりませんけれども，対話ということをテーマにし
て，裁判員制度を考えてみたいと思います。
　まず確認の意味で，皆さんに問いかけをしてみたいと思います。最初に「裁判員制
度はいつから実施されているか」。裁判員裁判はいつ始まったでしょうか。正解は
2009年，今から 9年前です。では「裁判員は何人か」。裁判員は国民から選ばれるわけ
ですが，通常は 6 人です。この他に補充裁判員つまり交代要員が 2～3 人います。裁
判官は 3人いますから，裁判官 3人と裁判員 6人，合わせて 9人で判断をすることにな
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ります。次に「どうやって選ばれるのか」。これもご存じの方が多いでしょうが，20
歳以上の国民から，簡単にいうと「籤引き」で選ばれるということになります。衆議
院議員の選挙権を持っている人から籤で選ばれます。選挙権は 18 歳に引き下げられ
ましたが，裁判員については特例法で 20 歳以上とされています。「どのような裁判に
ついて判断を行うのか」と言いますと，刑事事件つまり犯罪が関わる事件で，しかも
罪の重いもの，詳しく言いますと，死刑，懲役等の判断が下される可能性のある事件，
そして人が亡くなっている事件。こういった事件に関する裁判で，第一審である地方
裁判所の各県庁所在地等にある 50 か所の本庁とそれ以外の事件数の多い併せて 60 か
所の裁判所で行われるのが裁判員裁判ということになります。では，「裁判員は何を
するのか」。有罪か無罪かを判断し，有罪の場合の刑の長さを決めるのが裁判員の役
割です。裁判官と裁判員とが同じ権限，一票を持って決めていくわけですけれども，
「全員一致で決めるのか」というと，そうではありません。多数決，過半数の意見を以
て決めることになります。ただし，多数の方に，裁判官，裁判員がそれぞれ一票ずつ
入っていなければなりません。ですので，先ほどお話したとおり，裁判官 3 人，裁判
員 6人おりますので，合計 9人の過半数は 5以上ということですが，例えば裁判員 5人
が有罪を主張し，無罪意見は裁判官 3 人と残りの裁判員 1 人ということになった場合，
かたちの上では 5 対 4 で有罪意見が多数ということにはなるものの，裁判員だけが多
数意見ですから，これを多数とはみなしません。裁判官もその中に入っていなければ
いけない，というルールです。皆さん，大まかには裁判員制度をご存じだと思います
けれども，中には「ちょっと勘違いしていたところがあった」とか「改めて分かった」
とかいう部分もあるかも知れません。裁判員には，ご承知の通り，20 歳以上であれば
毎年選ばれる可能性があります。70 歳以上の場合，「自分はもうしたくない」といえ
ば辞退できますし，学生も辞退出来ます。しかし，70 歳以上でも「自分はまだまだ務
められる」という方は，務めて頂いて構いません。
　このような裁判員裁判が 2009 年からずっと行われています。大体，1 年間に 1 万人
くらいの方が裁判員もしくは補充裁判員に選ばれていますので，既に 8 万人くらいの
国民が裁判員もしくは補充裁判員を務めたことになります。もっとも，日本の国民は
1 億人以上いますので，8 万人といってもまだまだ少ないとも言えます。ご来場の皆
さんの中で，ご自身が，またはご家族の方が裁判員もしくは補充裁判員に選ばれた経
験があるという方はいらっしゃいますでしょうか，ちょっと挙手して頂けますか……。
チラホラいらっしゃいますね。年々，1 万人くらいずつ増えていきますので，もっと
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身近な人が裁判員に選ばれるケースがこれから出てくるのではないでしょうか。しか
し，「私，裁判員に選ばれました」と言ったからといって，周りの人が話を聞いてくれ
るかというと，もちろん中には「へえ，どんな感じだった？」と関心をもって話を聞い
て来る人もいるかも知れませんけれども，私が裁判員経験者の人たちに尋ねたところ
では，「余り関心を持たれない」というんですね。或る経験者に先だってインタヴュー
した時には，「そんな怖いところ，裁判所になんか私は行けない」とか，「悪いことをし
た被告人のことなんか考える必要ないんじゃないの」とか，周りの人から冷たく言わ
れるだけで，具体的な経験は余り訊かれない，というふうに仰っていました。つまり，
年々，裁判員の経験を積む人は増えているのですが，まだ余り身近ではないのではな
いかということ，これが本日のお話の一つの中心になります。
　ごく簡単に，裁判員裁判の流れをご説明しましょう。まず，犯罪が発生します。
2016 年ですと，年間 150 万件くらい起こります。この 150 万件くらいのうち，検察官
が裁判にかける，つまり起訴をする事件で合わせて 35 万人の被告人が起訴されてい
ます。そこからが裁判になります。裁判員裁判の場合には，公判前整理手続といって，
裁判官，検察官，弁護人，それに被告人が前もって集まって，裁判の日程とか何を争う
か，証拠は何にするか，等を決めていきます。裁判員裁判に実際にかかる被告人の人
数は，2016 年では 1077 人でした。起訴される被告人が 35 万人くらいですから，その
うちの 1千人くらい，1.2％です。非常に限られた被告人しか裁判員裁判にかからない，
つまり罪の重い事件しか裁判員裁判にならない，ということです。
　通常の裁判と同様，何を争うのか，検察官のいうことについて被告人がそのまま認
めるのか，それとも争うのか等々の冒頭手続，そして証人尋問とか証拠物件を調べた
上で，検察官が論告求刑，最終的に検察官が証明したことを最後に述べ，判例として
何年の刑が相応しいかを主張し，最終弁論で弁護人が意見を述べ，被告人が最終意見
陳述をして，一旦結審。その後に評決を行います。非公開の席で裁判員と裁判官が集
まって，有罪か無罪か，有罪の場合には刑の長さ等を決めて，改めて最後に法廷に出
て行って判決の宣告を行う。これで裁判員の仕事が終わります。法廷の様子をみて頂
きますと，真ん中に裁判官が 3 人座りまして，両脇に裁判員が 3 人ずつ座ります。検
察官，弁護人の位置は裁判所によって違います。裁判は公開で，傍聴は自由に出来ま
す。霞ヶ関の東京地方裁判所ですと，日々並行して 3～4 件の裁判員裁判が行われて
います。もし傍聴に行かれたいという場合には，東京地方裁判所のウェブサイトをご
覧ください。裁判員裁判としてどういうものが何日から何日まで行われているかとい
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う情報が掲載されていて，それらを傍聴することが出来ます。ただし，行ってみると，
話題になっているような事件の場合には，列に並んで傍聴券を貰わないと入ることが
出来ないということもありますし，そうでなくても込み合っていることがあります。
社会科見学で中学生，高校生が来ることがあり，私も専修大学の学生を連れて行くこ
とがあります。それから，「傍聴マニア」的な人もたくさんいて，熱心にメモを取った
りしています。関心のある方はぜひ一度傍聴に行かれてはいかがでしょうか。
　次に裁判員裁判の特徴についてお話しましょう。こまごまとしたことにはなります
が，裁判員裁判が始まって以降，裁判の進め方で変わった点があります。捜査段階で
取調をしていた，その取調内容を記録に残したのが取調調書です。その取調の過程は
これまで一切非公開でした。しかし，それでは「言った」「いや言わない」の議論にな
り易い。取調段階で「やりました」と言っていた被告人が，裁判になって「あれは取調
で無理やり言わされたのだ。自分は本当はやっていない」と言い出す場合もあります。
そのようなことになると裁判員も迷ってしまいます。取り調べた警察官とか検察官と
かを証人として申請すると時間もかかる。従って，裁判員裁判が始まるとなった時に，
裁判所の方で，裁判官の録画機等を借りて，「取調過程は裁判員裁判では録画してほし
い」ということを要請しました。その結果，取調過程は原則として録画されることに
なってきています。そして何よりも最初に私が申し上げましたとおり，原則として法
廷で見たこと聴いたことに基づいて判断するという方向に変わって来ました。従来で
あれば，裁判官が記録を家や部屋に持ち帰って，その記録を読み込む，それで判断す
る，というのが通常でした。しかし裁判員は記録を家に持ち帰ることが許されません
ので，全て法廷で判断するわけです。そうなりますと，証人とか被告人の言うこと，
それに重きを置いて判断する方向に変わらざるを得ません。法廷での口頭の証拠調べ
が多用される。加えて，毎日のように裁判が行われる。このように，いろいろと手続
その他で変わってきたところは多くあります。しかし，無罪率は殆ど変っていません。
日本は殆ど有罪になるということで知られています。裁判員裁判の対象事件は従来の
裁判官だけの裁判自体が 0.6％程度の無罪率でした。2017年 11月末までの統計を調べ
ますと，裁判員裁判の無罪率が 0.72％となっていました。若干は上がっていますが殆
ど変っていません。それから，有罪になった場合の刑の長さについてですが，概ね裁
判官だけの裁判の場合と変わっていないという見方もありますが，事件によってブレ
があるという指摘もあります。とりわけ介護がらみの殺人事件などです。長年連れ添
った夫婦で，片方が要介護状態になってしまい，やむに已まれず殺してしまったとい
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うような同情の余地が大きい場合には，裁判員が共感することもあってか，執行猶予
がついて刑務所に入らないで済むことになるとか，刑が軽くなるとかいう事例が出て
来ています。それから，弁護士が頑張って弁護をすると刑が軽くなるということが言
われることもあります。私がヒアリングした或る弁護士が言っていたことですが，「従
来の裁判ではどんなに一生懸命弁護をしても，まるで壁に向かって話しているみたい
だった」というんですね。裁判官は何も聞いていない，聞こうとしないと，その弁護
士は言っていました。従来の判例等に照らして，幾つかポイントがある。例えば何人
殺したとか，殺害方法は残虐だったかとか。そうしたポイントを裁判官は頭に入れて，
そうしたポイントが幾つ入れば懲役何年とかいうことが大体，事務的に計算できるわ
けです。従って，弁護士が幾ら目の前で一生懸命被告人の弁護をしても，聴く耳を持
たない。しかし裁判員は裁判官とは違って，そうしたポイントのインプットがありま
せん。眼の前の被告人とか証人とか被害者とかの話を一生懸命聴いて判断しようとし
ます。私が最初に傍聴した時の印象もそうでした。「とてもしっかりと人の話を聴く
裁判だな」という印象です。そうしたこともあって，弁護人によっては熱弁を振るっ
て裁判員に働きかけようとする。それが量刑にも反映しているのではないか，という
ことです。
　同様の制度はもちろん日本だけではありません。アメリカには陪審制度があります
し，ヨーロッパには参審制度があります。多くの先進国では市民が裁判に参加して，
日本と同様に判断に関わっています。ジョン ＝ ガスティル／ベリー ＝ ディース／フィ
リップ・J・ワイザー／シンディ ＝ シモンズ（佐伯昌彦／森大輔／笹倉香奈訳）『市民の司
法参加と民主主義 ― アメリカ陪審制の実証研究』（日本評論社，2016 年）というタイ
トルで翻訳も出ているアメリカの研究書には，市民の司法参加は特有の位置を占めて
いる，ということが書かれています。市民社会に属している市民が（日本でいうところ
の）裁判員に選ばれる，しかもそれは国から，裁判所から呼ばれて裁判員候補者とし
て出頭し，選ばれる。役割としては政治的・社会的に意義のあることを行う。つまり，
市民の司法参加は，市民が国に召喚されて公的に意義のある判決を行うということな
のだから，市民社会，国，政治社会の結び付くところに市民の司法参加は位置づけら
れる，というのです。この研究書では，アメリカで陪審員を務めた人に対してインタ
ヴューをしているのですが，かなり以前に陪審員を務めた人でもインタヴューをして
みると，その当時のことをよく覚えているというんですね。日本の裁判員を務めた人
もおそらく同じだと思うのですが，日常生活をしているところに突然通知が届いて
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「あなたは裁判員の候補者になりました」といわれるわけです。大体，11 月の半ば以
降に「翌年あなたは裁判員に選ばれる可能性があります」という文面がまず来る。そ
して翌年，実際に事件が起こって裁判員に選ばれると 2 回目の通知が来ます。「裁判所
に来て下さい」ということになります。裁判所で選考手続をして，6人の裁判員と 3人
の補充裁判員が選ばれて，裁判官と一緒に，罪の重い刑事裁判の裁判をすることにな
ります。裁判所に行ったことの無い人も多いでしょうし，まして判断に関わったこと
のある人は殆どいない。そうしたところで，裁判官と一緒に，また見知らぬ裁判員の
人と一緒に，判断をする。眼の前には被告人がいて，被害者がいて，関係者がいる。
自分の考えが判決に反映される。裁判員も裁判官も同じ一票をもっていて，多数決で
決まる。だから責任も重い。― というわけで，日常生活からみると，かなり稀な経
験であります。被告人の一生を決めるような重い判断を自分の一票で決める。被害者
がどう思うか，関係者がどう思うか，とかいろいろ考えながら判断に当たる。これは
貴重な経験，稀な経験といえるでしょう。遣り甲斐を覚える人もいるでしょうが，お
そらく多くの人は「そんな大変なことはちょっと出来ない」「負担が重い」と感じるで
しょう。
　裁判員法に書かれている裁判員制度の趣旨としましては ― 今回の「対話」という
ことと若干関係するのですが ― 市民が刑事裁判に参加することが「司法に対する理
解の増進とその信頼の向上に資する」（1 条）とされています。割と抽象的な理念です
けれども，2011 年に裁判員制度は憲法違反だということで裁判になった時，最高裁判
所はもう少し踏み込んだ内容を書いています。すなわち，裁判員制度は，えてして専
門的になり過ぎる刑事裁判に「国民の視点や感覚」を入れ，それと「法曹の専門性とが
常に交流することによって相互の理解を深め，それぞれの長所が生かされるような刑
事裁判の実現を目指す」，これが裁判員制度の趣旨である，としています。「国民の視
点や感覚」と「実務法律家の専門性」が相互に交流することによって，よりよい刑事裁
判を実現するのだ，というのが，最高裁判所の言わんとするところです。この意味で
は，市民と裁判官等の実務法律家との対話によって刑事裁判を良くしていこうとする
制度だと見ることが出来ます。実際に裁判員を務めた人に対して毎年，最高裁判所が
アンケート調査をしています。「一般の人が裁判に関わって，難しい」という感想があ
りますが，「分かり易かった」という回答も 3 分の 2 くらい，63.6％あります。評議で
量刑を議論する際に「十分議論出来た」とする人も 73％くらいいるということで，概
ね裁判の内容も分かったし議論も出来たとする回答をしている人が多い（もちろん，そ
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うでない人もいますが）といえるでしょう。また，最初は余りやりたくないなと思って
いた人も，裁判員を務めた後には「非常に良い経験と感じた」「良い経験と感じた」合
わせて 95％以上に達しています。大多数の人が肯定的な評価をしており，この結果は
毎年ほぼ変わりません。裁判員裁判が終わってすぐにアンケートを取るから気分が高
揚していてこのような数字が高く出るんじゃないかとか，そもそも裁判員に選ばれる
人は意識が高いからこういう数字が出るのは当然じゃないかとか，実はいろいろな解
釈があるのですが，しかし，裁判員を経験した多くの人が何らかの理由で「良い経験
だった」と回答していることは確かです。
　とはいえ，一般の国民に「刑事裁判に参加したいか」と訊きますと，参加意欲は低い
というのがこれまでの傾向です。2018 年 1，2 月に行われた調査では，「参加したい」
が 4.1％，「参加してもよい」が 10.9％という世論調査の結果になっています。その他，
「あまり参加したくないが，義務なので参加せざるを得ない」が 42.7％ですから，積極
的に参加したくないと思っている人が 5 割を超えている一方，積極的に参加したいと
いう人は 2 割を超えません。しかも，裁判員制度が始まった当初よりも今の方が若干
参加意欲が低いという傾向があります。こういう傾向は色々なデータにも表れており
まして，裁判員を辞退する人の比率についてのデータを見ますと，平均すると 61.7％
ですが，裁判員制度が始まった当初は 53.1％でした。昨年 9月末のデータでは 65％に
なっていますから，10％くらい辞退率が上がっていることになります。裁判所に最終
的に候補者として呼ばれて裁判所に行く人，選任手続に出席する人の比率は，平均す
れば 73.1％ですが，時系列で見ますと，2009 年段階で 83.9％の人が裁判所に出頭して
いたのに，昨年度は 63.6％ですから，20％も低くなっている。つまり「裁判所に来て
下さいね」と言われても行かない人が増えているわけです。裁判員制度が浸透してき
た，当たり前になってきたので，珍しくもないから行かない，ということなのかも知
れませんが，裁判所はこのことを気にしています。裁判員に選ばれて手続に行く人が
少なくなると，構成が偏るんじゃないか，という懸念があるからです。最初に申し上
げましたとおり，裁判員というのは籤引きで 20 歳以上の国民から選ばれるものです。
これにはどういう意味があるかというと，社会の縮図としての裁判員ということなの
です。日本には若い人，年配の人，男の人，女の人，色んな職業の人がいます。そうい
う出来るだけ多様な人に裁判員になってもらおうということです。しかし，このよう
に出席率が低くなってくると，いわば「暇な人が来る」とか「大企業の人が多くなる」
（大企業ほど，裁判員に選出された場合に休暇を取れる制度が設けられていますから）とか，
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「休みを取り易い人が多くなる」とか，そういった懸念が出てくるわけです。これまで
のところは，まだそのような傾向が顕在化してはいませんが，今後も辞退率が上がり
続けると，そのような懸念も大きくなってくるでしょう。
　では，なぜ一般の国民は裁判に参加する意欲が低いのか。関連した調査として，市
民は裁判員についてどういったことを心配しているのか，懸念を持っているのかにつ
いての調査があります。多くの国民が持っているのは心理的な負担感です。「責任を
重く感じる」ということがあります。「裁判に参加する場合，心配で支障となるもの」
として，78.5％の人が「自分たちの判決で被告人の運命が決まるため，責任を重く感
じる」と答え，63.1％が「素人で裁判という難しい仕事を正しく行うことが出来ない
のではないかと不安がある」と答えています。逆恨みの怖れ，冷静に判断できる自信
が無い等があり，42.1％の人が「仕事の支障」，それから「養育や介護の支障」が12.4％。
これでみると，心理的な負担感，物理的な負担感が挙げられていることが分かります。
こうした状況を受けて，何らかの対策をたてる必要があるのではないかということが，
裁判所では近年検討され始めています。裁判員経験者の人に，「どうしたらいいか，知
恵を貸して下さい」とお願いしましたところ，出されたアイデアとしては，「精神的な
負担が生じた人にカウンセリングを行うなど支援制度が必要なのではないか」という
のがありました。実際には現状でも臨床心理士によるカウンセリングを受けられる制
度にはなっているのですが，それを充実させる。休暇制度を充実させる。或いは，実
際に裁判員を経験した人の話を聴く機会を設ける。経済的補償 ― これについては，
裁判員に選ばれた場合，大体，1 日 1 万円くらいの日当が出ますが，もっと増額したら
いいのではないか。保育や介護サーヴィスも必要じゃないか。……こうしたアイデア
が出されています。最高裁判所では，昨年，調査会社に依頼して，裁判員に選ばれた
くない，参加意欲が低い原因について分析をしてもらっています。NTTデータ経営
研究所というところの調査なのですが，要するに，裁判の日程が長くなっている，非
正規労働（「派遣」など）が増えていて裁判員に参加しにくくなっている（雇用主の理解
が得にくい），高齢化の進展が影響している（70 歳以上は辞退出来ますので），時間の経
過と共に国民の関心が低くなっている，等の原因が挙げられています。
　いずれもデータ会社が統計分析をして，有意な結果だとされているのですが，しか
し，これらが根本的な理由なのかどうか。私が思いますに，本日のテーマである対話，
或いはその前段階である相互理解が法分野において充分でないということがベースに
あるのではないでしょうか。そもそも裁判員制度の内容を私たちがどこまで知ってい
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るのか。そして司法を運営する裁判所，裁判官，弁護士，検察官といった司法機関や
人たちは私たちにとって身近な存在なのだろうか。対話或いは相互交流によってより
よい刑事裁判を実現するというのが裁判員制度の趣旨であります。これはいわば括弧
付きの「対話」です。この括弧を取ることが必要なんじゃないか。そのためには，裁
判所，裁判官等をもっと身近な存在にしていくこと，そして裁判とりわけ刑事裁判を
「怖いもの」「難しいもの」とするのではなく，それがどのような意味を持つのかを話
し合える場を設けることが必要なのではないでしょうか。もちろん，裁判員制度のこ
とをよくご存じの上で，それに関わることを拒否なさる方については無理強いは出来
ませんけれども，そうでない場合には，こうした取組が重要であると思います。また，
そのための草の根レヴェルでの取組も始まっています。一昨年から最高裁判所では，
裁判員の候補者通知の中に，最高裁長官 ― 最近，大谷直人長官に代わりましたけれ
ども，その時は寺田逸郎長官 ― の顔写真付きの手紙を入れておりまして，「ぜひ裁判
員を務めて下さい」といっています。これは対話ではありませんが，対話を図ろうと
している試みの一つではないかと思うわけです。この他，東京などでは，学習会等で
裁判所にお願いすると，裁判員裁判を務めいている裁判官と裁判員を務めた人とが一
緒に来て説明をしてくれるというサーヴィスもあります。このように裁判所も，辞退
率が高くなってきていることにやや危機感をもって，対応を迫られている状況です。
　しかし，一般の市民 ― 或いは裁判員を経験した人であっても ― と司法の世界と
が対話する，交流する機会は多くないのではないかと思います。裁判所は意見交換会
というのを開いていますけれども，これも人数制限があって選ばれない人もいます。
またそこに行ってみても，結局，裁判官とかに質問されて，それがPDFファイルでウ
ェブサイトに載る程度であって，なかなか意見交換というところにまではいきません。
一方的に「どうでしたか」と訊かれておしまいになることが多いのです。裁判員経験
者同士で対話する機会は，実は公的にはありません。私的に草の根レヴェルで幾つか
の団体が立ちあがっていまして，そこで意見交換をしている，というのが現状です。
「裁判員経験者ネットワーク」というところでは，市民，弁護士，臨床心理士等が構成
員になっていまして，2～3 か月に一度，非公開で裁判員の意見交換会を開いています。
現時点までで 36 回を数えます。その他，裁判員経験者自身が起ち上げた団体として
LJCC（Lay Judge Community Club）というのがあります。これは裁判員経験者のため
のコミュニティとして活動しています。
　市民が裁判員制度に触れる機会としては学校教育が重要です。中学・高校で「裁判
特集　専修大学法学研究所設立50周年記念公開シンポジウム　対話する国家・社会へ 　121　
員制度とはこういうものだ」
ということを教えられてはい
ますが，しかし実際に学生さ
んに訊いてみると，「簡単に
制度説明があっただけ」とか
「模擬裁判員裁判のヴィデオ
を見ました」とかいう程度で
して，学校教育上，余りこれ
に時間を割けないこともある
でしょうし，また先生の中に
もこの制度についてよくご存じでない方もいらっしゃるようなので，現状で充分なの
か，見直しの必要があるかも知れません。他に，模擬裁判員裁判とかフォーラムとか
の機会もあると思いますが，どれだけ全国的に大々的に行われているかというと，や
や疑問の点もあります。私が所属している専修大学では，模擬裁判の授業があって，
元検察官の方が教えて下さいますし，また，2 年生向けのゼミナールで私が担当する
時は，模擬裁判を行っています。専修大学の神田校舎には，地下1階に法廷教室があり，
そこで模擬裁判をする際には，まず学生さんにシナリオを書いてもらい，また実際に
演じてもらう。それによってとりわけ，被告人役の人とか弁護人役の人とかは考えさ
せられるわけですね。被害者の視点から見るとどうなるか，弁護士としてはどのよう
な点を弁護していったらよいのかなど。― もっとも，これも私の単発的な取り組み
に過ぎないということでもあります。また，大阪とか福岡とか，或いは東京でも，市
民活動的に，裁判員経験者を交えた会があります。特に大阪の裁判員ACTという団
体は非常に活発に活動しています。九州でも，裁判員を実際に経験した人が，自分の
経験を話す機会がない，他の経験者と知り合う機会がないということで，インカフェ
九州（裁判員カフェ）という交流会を開いています。実はこの専修大学でも，裁判員ラ
ウンジというのを行っています。これは私の担当している法社会学ゼミナールの主催
として行っているものですが，3 か月に 1 回，これまでに 13 回になります。校舎内の
教室を借りて，裁判員を経験した人等を交えて自由参加で意見交換をしています。次
回は 3 月 10 日ですので，ご関心のある方はウェブで「裁判員ラウンジ」を検索して頂
くと出てきますので，いらして下さい。
　こうしたいろいろな試みがなされているにも関わらず，実際の裁判官，検察官，弁
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護士と対話する機会が少ない
状況に大きな変化はありませ
ん。もちろん知り合いがいれ
ばいいのですが。弁護士はテ
レビのワイドショー等で解説
者として出てくることはあっ
ても，実際に知っている人が
いて話をするというのは難し
いでしょうし，まして裁判官，
検察官となると，より一層難
しいのですね。こうしたシンポジウムでも，現職の裁判官，検察官はまず来てくれま
せん。というか，個別に適任の人がいて「やってもいいよ」と言ってくれることはあ
るのですが，自由な質疑応答とかになると，上層部，最高裁判所から「ダメ出し」がく
るんです。それで，なかなか気軽には現職の人は出られない状況があります。更に関
連していいますと，市民が被告人や元受刑者と対話する機会があるかといえば，これ
も極めて少ないのです。「危ない」と思う人もいるかも知れません。注目すべき取り
組みとしては，「被告人カウンセリング」というのがあります。臨床心理士の濱田華子
さんが中心になって取り組んでおられます。濱田さんは，実は被告人というのは社会
的弱者が多い，と仰っています。こうした人たちと話してみると，人として育つため
の必須の条件が欠如していた，そういう人が多いということに気付かされると濱田さ
んは言われます（濱田邦夫／小池振一郎／牧野茂編『裁判員裁判のいま ― 市民参加の裁
判員制度 7 年経過の検証』（成文堂，2017 年）92 頁以下）。彼女の言葉を使いますと「情緒
を耕す」，つまり被告人がいろいろな体験をしたり本を読んだりすることで，人間らし
い感情を取り戻してもらいます。それが充分でないために感情が被害者に向かってし
まう。これまで恵まれて来なかった被告人が人間性を取り戻す機会を提供するのが大
事なのではないかという問題提起です。また，元受刑者の方がNPO法人マザーハウ
スという団体を起ち上げて，出所者支援などの活動をしておられますが，やはり単発
的な取り組みといわざるを得ません。更に，被害者の方と接する機会も，講演会の時
くらいしかないのではないでしょうか。
　このように，裁判員制度が始まって，まだまだ課題は多いのですけれども，市民が
裁判に関わることによって，そもそも公正な裁判とはどういうものなのか，我々が例
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えば「懲役何年」とかいう量刑を判断することにどういう意味があるのか，刑務所に
入って刑を受けても本当に更生してくれるんだろうか，何年入っていれば更生出来る
んだろうか，といったことを考える機会を提供することになっています。量刑のこと
などについていいますと，本当に科学的な研究は無いのだと思います。裁判官もいわ
ば慣例として「これだけの罪を犯した場合には大体，懲役何年が相当だ」と判断しま
すけれども，それに何か科学的根拠があるかというと疑問です。それに薬物犯罪につ
いては，刑務所に入れるよりはむしろ病院に入ってもらった方が本人の更生に繋がる
でしょう。そういった取組みもあるということで，社会として犯罪によって生じた社
会の傷をどう修復していくのかということは，従来の裁判官などプロの人よりも一般
の人が裁判員として関わることによって改めて社会問題として捉え直していく契機に
なっているのではないでしょうか。― ちょっと楽観的かもしれませんが，私はその
ように考えています。裁判というのは根本的に「対話」の場ではないので，実際の裁
判員裁判では，私が言っているような対話は難しいのは事実です。裁判におけるそう
した限界を踏まえながら，折角導入した裁判員制度ですので，その制度を社会的に活
かしていく，そのこと自体も広い意味での対話ということになるでしょう。このよう
に，裁判員制度を前向きに捉えていったらどうか，と私は考えております。
　以前，稀なケースですが，実際に裁判官に来てもらったシンポジウムがありました。
その時に裁判官の方が次のように言っておられました。「裁判員制度の趣旨がどこに
あるのか」ということについて，「これまでの裁判のあり方を振り返り，本来，法律が
予定していた法廷での審理を中心に，その事件に関わった人々の話を聞いて判断する，
というあるべき姿に戻る機会を与えられた。ここに裁判員制度の意義があるんじゃな
いか。結果よりもこうした裁判の進め方，過程（プロセス）が重要なのだということを，
裁判員制度が気付かせてくれた」と。これは青森で開かれたシンポジウムだったので
すが，この時話された方は，後に司法研修所教官をしておられます。こういういわば
司法エリートの方も，実際に裁判員裁判を体験されて，裁判官の感想として，このよ
うなことを語られた。つまり裁判員制度によって裁判官自身も変わる可能性がある，
ということです。
　以上で私の報告を終わります。ご清聴有難うございました。（拍手）
